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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第32期

前第２四半期　
連結累計期間

第33期
当第２四半期　
連結累計期間

第32期
前第２四半期　
連結会計期間

第33期
当第２四半期　
連結会計期間

第32期

会計期間

自 平成20年
４月１日

至 平成20年
９月30日

自 平成21年
４月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成20年
７月１日

至 平成20年
９月30日

自 平成21年
７月１日

至 平成21年
９月30日

自 平成20年
４月１日

至 平成21年
３月31日

売上高（百万円） 768,081 427,319 412,856 229,2621,320,811

経常利益（百万円） 10,815 2,497 5,606 1,715 13,024

四半期（当期）純利益（百万円） 6,239 1,124 3,061 897 7,419

純資産額（百万円） － － 48,070 44,665 45,213

総資産額（百万円） － － 463,934 315,701 380,849

１株当たり純資産額（円） － － 278.62 268.51 262.28

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
46.35 8.36 22.74 6.67 53.58

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 9.5 13.1 11.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,985 10,088 － － △2,642

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,297 △1,349 － － △3,059

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
12,228 △26,439 － － 33,291

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 19,214 23,427 40,599

従業員数（人） － － 2,190 2,055 2,079

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してい

ない。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、株式会社メタルワン傘下のコイルセンターである上海嘉日鋼板製品有限

公司と当社傘下のコイルセンターである蘇州日鉄金属製品有限公司の出資持分の相互譲渡を行っている。

　この相互譲渡に伴う関係会社の異動は、次の通りである。

　（鋼材）

　＜主な関係会社の異動＞

　　出資持分の一部譲渡による子会社から関連会社への異動：蘇州日鉄金属製品有限公司

　　出資持分の一部譲受による関連会社の増加：上海嘉日鋼板製品有限公司

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに関係会社となった。　

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有割合

（又は被所

有割合）

(％)

関係内容

役員の

兼任等
資金援助

営業上

の取引

設備の

賃貸借

(持分法

適用関連会社)
           

蘇州日鉄金属製

品有限公司

　　（注２）　

蘇州

（中国）　

千米ドル

11,700

(鋼材)

鋼板の

剪断加工、販売

40.0 有 債務保証 販売先 無

上海嘉日鋼板製

品有限公司

上海

（中国）　

千米ドル

12,060　

(鋼材)

鋼材の

剪断加工、販売

40.0 有 債務保証 販売先　 無

（注）１　「主要な事業の内容」の(　)内は、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

　２　平成21年７月31日付で、連結子会社であった蘇州日鉄金属製品有限公司の持分を一部譲渡し、持分法適用の

関連会社としたものである。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 2,055  

　（注）　従業員数は、就業人員数である。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 648  

　（注）  従業員数は、就業人員数である。

 

EDINET提出書類

日鐵商事株式會社(E02640)

四半期報告書

 3/32



第２【事業の状況】

１【販売の状況】

　販売の状況については、「第２　事業の状況　４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」におけ

る各事業の種類別セグメントの業績に関連付けて記載しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、主要な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合については、総販

売実績の100分の10以上の販売実績を占める相手先がなかったため、記載を省略しております。

 

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、該当事項はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断し

たものであります。
 
(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結会計期間の世界経済は、昨秋、米国発の深刻な金融危機を契機に第二次大戦後最悪の後退局面に突

入した後、米国、欧州など先進国では、深刻な状況が続きましたが、新興国では、大規模な財政出動を行った中国を筆頭

に、持ち直しから回復に向かいました。

　一方、我が国経済は、かつてないほどの大幅な景気後退の後、政府の経済政策の効果やアジア向け輸出の回復などか

ら、最悪期を脱し、持ち直しの動きを見せました。しかしながら、史上最悪レベルの失業率や円高の進展など、将来の懸

念材料を抱えたままでの推移となりました。

  鉄鋼業界においては、国内需要は、建設向けが建築の不振などから低水準で推移するなか、製造業向けも産業機械を

はじめ大幅な落ち込みとなり、輸出は、大幅な落ち込みの後、第１四半期後半から、アジア向けを中心に持ち直しまし

た。鉄鋼生産は、第１四半期は、需要の減少と在庫調整が相俟って、前年同期比40％近い減産になり、第２四半期は、在

庫調整の一巡と鋼材輸出の増加などから、前年同期比20％減の水準まで持ち直しました。

　このような状況の下、当社グループの業績に関しては、売上高は前年同期比で1,835億円、44.5％減収となる2,292億

円となりました。営業利益は、徹底した費用の抑制と貸倒損失の防止に努めたものの、前年同期比43億86百万円、

68.8％の減益となる19億89百万円となりました。経常利益は、営業利益の減益に伴い、前年同期比38億91百万円、

69.4％の減益となる17億15百万円、四半期純利益は8億97百万円（21億63百万円、70.7％の減益）となりました。
 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（鋼材）

　国内鋼材については、建設向けに加え、建機・自動車向けなどの製造業向けの需要が大幅に落ち込んだことから、鋼

材の販売数量が大幅に減少し、販売価格も下落しました。鋼材貿易については、アジア向けを中心に拡販を行い、前年

同期を上回る販売数量を確保しましたが、市況下落に見まわれました。この結果、売上高は前年同期比で1,367億円、

43.7％の減収となる1,760億円、営業利益は46億89百万円、92.9％減益となる3億59百万円となりました。

（原燃料・非鉄・機材その他）

  国内向けの取扱数量の減少等により、売上高は前年同期比で469億円、46.9％の減収となる531億円となりましたが、

営業利益は3億18百万円、24.4％の増益となる16億24百万円となりました。
 
　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

　所在地別セグメント全体の過半を占めております日本（国内）におきましては、主に前述の事業の種類別セグメン

トの業績に記載した要因により、売上高は前年同期比で1,854億円、46.2％減収の2,161億円、営業利益は41億24百万

円、75.2％減益の13億63百万円となりました。

　アジア地域では、鋼材取扱数量の減少等により、売上高は前年同期比で110億円、55.7％減収の87億円、営業利益段階

では1億78百万円の損失となっております。

　北米地域では、在庫の再評価等により、売上高は前年同期比で2億円、4.3％の減収となる63億円、営業利益段階では1

億8百万円の損失となっております。

　その他の地域におきましては、売上高は前年同期比で14億円、60.6％の減収となる9億円となりましたが、営業利益で

は機械類を取り扱う子会社の改善があり、44百万円、10.9％増益の4億49百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

（資産、負債、純資産の状況） 

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は3,157億円となり、前期末比651億円減少しました。これは主に、売上高の

減収による受取手形及び売掛金の減少等によるものであります。

　負債合計は主に、受取手形及び売掛金と同様の理由による支払手形及び買掛金や、それら運転資金の減少に伴う借入

金の減少により2,710億円となり、前期末比646億円減少しました。

　純資産合計は、当第２四半期連結累計期間での四半期純利益の計上や保有株式の時価上昇、為替換算調整勘定の改善

等があったものの、配当金の支払や種類株式Ｂの一部取得・消却があり、前期末比5億円減少となる446億円となりま

した。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ83億円の減少となる234億

円となりました。

　当第２四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上高の減収に伴う売上債権の減少等により、

42億円の収入（前年同期比68億円収入増）となり、投資活動によるキャッシュ・フローは10億円の支出（前年同期比

9億円支出増）となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済に加え、配当金の支払や種類株式

Ｂの一部取得があり111億円の支出（前年同期比202億円支出増）となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　下半期の世界経済は、回復に向かうと予想されていますが、その足取りは弱く、欧米など先進国では、雇用調整の長期

化や自動車購入補助金の期限切れなどによる二番底の懸念も指摘され、回復が進む新興国経済も、中国の不動産バブ

ル対策のための過度な引き締め策導入に伴う経済失速の懸念などが指摘されています。

　我が国経済については、雇用情勢の悪化など他の先進諸国と同様の状況にあり、更に円高による輸出減少の懸念もあ

ります。

　鉄鋼業界については、内需は、建設向けの急速な回復は期待できず、製造業向けも、一定程度の回復は期待できるもの

の、ピーク時までの回復は難しいと考えられています。輸出は、アジア諸国の経済回復に伴って、主力のアジア市場で

の増加が期待されますが、中国国内の鋼材在庫の積み上がりなど懸念材料も散見されます。

　このような環境の下、当社は、上半期に引き続き、鋼材や半製品の輸出増加など営業努力を最大限行うとともに、経費

の抑制と与信管理の徹底に努め、利益の確保を目指してまいります。

　また、現在の経営環境が中期的に続くことも想定し、生産性の向上や人材育成の強化など将来に向けた基盤の強化に

取り組んでまいります。

　同時に、ビジネスチャンスの拡大が期待できる海外市場への参入を加速し、厳しい状況が続くことが予想される国内

市場での事業再編を推進してまいります。

　なお、昨秋の金融危機以降の経済混乱のなかで中断していた中期経営計画については、今年中の策定を目指し、策定

作業を進めてまいります。

　

(5) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　前四半期連結会計期間において建設中だった蘇州日鉄金属製品有限公司の工場建屋及び鋼板加工設備について

は、平成21年７月より稼働している。　

　平成21年８月に完成を予定していた深せん深日鋼材有限公司の工場・事務所建屋及び鋼板加工設備等の建設につ

いては、工事の遅延により、計画日程を延長している。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

　普通株式　 232,000,000

　種類株式Ｂ 1,000,000

計 233,000,000

　（注）「普通株式又は種類株式Ｂにつき消却があった場合には、それぞれこれに相当する株式数を減ずる」旨定款

に定めている。

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 134,801,000　同左
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

　

となる株式

単元株式数1,000株

種類株式Ｂ 1,000,000　同左 非上場 （注）

計 135,801,000　同左 ― ―

　（注）１．種類株式Ｂの主な内容は次のとおりである。

(1) 単元株式数は1,000株である。

(2) 会社法第322条第２項に規定する定款の定めは無い。　

(3) 会社法第108条第１項各号に掲げる事項について、定款により定めた内容は次のとおりである。　

（イ）優先配当金

　当社は、毎年3月31日の最終の株主名簿に記載の種類株式Ｂを有する株主（以下、「種類株主Ｂ」という。）

及び種類株式Ｂの登録株式質権者（以下、「種類登録株式質権者Ｂ」という。）に対し、普通株式を保有する

株主（以下、「普通株主」という。）及び普通株式の登録株式質権者（以下、「普通登録株式質権者」とい

う。）に先立ち、剰余金の配当（以下、種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対する剰余金の配当を「優先

配当」という。）を行うものとする。

　優先配当は次のとおりこれを行う。種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対し、種類株式Ｂ1株につき、そ

の1株当たりの発行価額に3月31日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の全国銀行協会が発表する6ヶ月

物の東京日本円銀行間金利申込利率（以下、「6ヶ月物円TIBOR」という。）に1パーセントを加えた利率を乗

じた金額（以下、「優先配当基準金額」という。）とその1株当たりの会社法第461条に定める分配可能額

（以下、「分配可能額」という。）のいずれか少ない額の配当を分配可能額がある限り必ず行う。

　当該事業年度において、次項に定める剰余金の配当を行ったときは、種類株式Ｂ1株当たりの優先配当の金

額はその1株当たりの剰余金の配当の金額を控除した額とする。

　当社は、会社法第454条第5項により剰余金の配当を行うときは、種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対

し、普通株主及び普通登録株式質権者に先立ち、種類株式Ｂ1株につき、その1株当たり発行価額の2分の1に、9

月30日（当日が銀行休業日の場合は前営業日）の6ヶ月物円TIBORに1パーセントを加えた利率を乗じた金額

を上限として行う。

（ロ）非累積型

　種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対して優先配当基準金額の優先配当を行わない場合においても、

その差額は翌事業年度以降累積しない。

（ハ）非参加型

　種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂに対しては、優先配当基準金額を超える剰余金の配当は行わない。
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（ニ）残余財産の分配

　種類株式Ｂ1株当たりの残余財産の分配額は、普通株式の1株当たりの分配額の20倍とする。但し、種類株式

Ｂ1株当たりの分配額が、10,000円を超える場合は、10,000円を超える部分についての残余財産の分配額は、

普通株式の1株当たりの分配額の1倍（上記20倍及び1倍を以下、各々「分配額調整比率」という。）とする。

　普通株式に関して株式の分割、株式の併合又は株主に募集株式の割当てを受ける権利を付与することによ

り行われる新株の発行のうち時価を下回る発行価額による新株の発行が行われた場合は、分配額調整比率は

次の算式（以下、「分配額調整比率修正式」という。）により修正するものとする。なお、当社が自己株式を

保有している場合には、分配額調整比率修正式において、保有する自己株式数は既発行普通株式数から、保有

する自己株式に対して発行される新株の数は新発行普通株式数から、それぞれ控除するものとする。

分配額

調整比率
＝

分配額調整比率の

修正日直前に

有効な分配額

調整比率

 既発行普通株式数　＋　新発行普通株式数

× 既発行

普通株式数
＋
新発行普通株式数×1株当たり払込金額

 時価

（ホ）議決権等

　種類株主Ｂは、法令による別段の定めがある場合を除き株主総会における議決権を有しない。

　種類株式Ｂについては、株式の分割及び株式の併合は行わないものとする。

（ヘ）当社による種類株式Ｂの買受

　当社は、定時株主総会の決議に基づき自己株式を買い受ける場合は、普通株式に優先して種類株式Ｂを買

い受けるものとする。

（ト）金銭を対価とする取得請求権付株式

　当社は、種類株主Ｂ及び種類登録株式質権者Ｂの請求に基づき、平成24年8月1日以降、毎事業年度に、前期

の税引後当期利益の2分の1に相当する額を上限として、種類株式Ｂを発行価額にて取得する。但し、当社の

平成14年度以降平成23年度までの各期の税引後当期利益の累積額が100億円を超えていない場合は、上記の

取得はできないものとし、この場合は、当該累積額に平成24年度以降の各期の税引後当期利益を加えて100

億円を超えた翌期以降から上記の取得をするものとする。

　　

２．普通株式のほか、種類株式Ｂを発行している。

　普通株式は、幅広い投資家に保有されることを前提とした株式であり、種類株式Ｂは資本増強に際し、特定

の株主に保有されることを前提とした株式である。種類株式Ｂの発行にあたっては、普通株式を保有する既

存株主の議決権割合への影響を回避するため、議決権のない株式にするとともに、金利相当の優先配当を受

ける株式としたものである。

　それぞれの株式の内容については、「第４ 提出会社の状況 １株式等の状況(1) ②発行済株式」の「内

容」欄に記載のとおりである。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 135,801 － 8,750 － 8,750
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（５）【大株主の状況】

 

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合(％)

 新日本製鐵株式會社  東京都千代田区丸の内2丁目6番1号 44,580 32.83

 三井物産株式会社  東京都千代田区大手町1丁目2番1号 33,831 24.91

 山内　正義  千葉県浦安市 4,327 3.19

 合同製鐵株式会社  大阪府大阪市北区堂島浜2丁目2番8号 1,993 1.47

 日鐵商事社員持株会  東京都千代田区大手町2丁目2番1号 1,963 1.45

 株式会社中山製鋼所  大阪府大阪市大正区船町1丁目1番66号 1,674 1.23

 日本電工株式会社  東京都中央区築地1丁目13番14号 1,401 1.03

 トピー工業株式会社  東京都品川区大崎1丁目2番2号 1,366 1.00

 株式会社シンニッタン  茨城県高萩市上手綱3333－3 1,300 0.96

 日鐵住金建材株式会社  東京都江東区木場2丁目17番12号 1,298 0.95

計 ― 93,734 69.02

　（注）１．所有株式数は千株未満を切り捨てて表示している。

２．新日本製鐵株式會社の所有株式数には、議決権を有しない種類株式Ｂ1,000千株が含まれている。

　　なお、種類株式Ｂを所有する株主は新日本製鐵株式會社１名である。

 

 　また、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりである。

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の議決権に

対する所有議決権

数の割合(％)

 新日本製鐵株式會社  東京都千代田区丸の内2丁目6番1号 43,580 32.50

 三井物産株式会社  東京都千代田区大手町1丁目2番1号 33,831 25.23

 山内　正義  千葉県浦安市 4,327 3.23

 合同製鐵株式会社  大阪府大阪市北区堂島浜2丁目2番8号 1,993 1.49

 日鐵商事社員持株会  東京都千代田区大手町2丁目2番1号 1,963 1.46

 株式会社中山製鋼所  大阪府大阪市大正区船町1丁目1番66号 1,674 1.25

 日本電工株式会社  東京都中央区築地1丁目13番14号 1,401 1.04

 トピー工業株式会社  東京都品川区大崎1丁目2番2号 1,366 1.02

 株式会社シンニッタン  茨城県高萩市上手綱3333－3 1,300 0.97

 日鐵住金建材株式会社  東京都江東区木場2丁目17番12号 1,298 0.97

計 ― 92,734 69.16
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（６）【議決権の状況】
 
①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 1,000,000 ―

種類株式Ｂ　 　1,000,000株

種類株式Ｂの内容については

「第４　提出会社の状況　１株

式等の状況　（1）②発行済株

式」(注）に記載のとおりであ

る。

議決権制限株式

(自己株式等)
― ― ―

議決権制限株式

(その他)
― ― ―

完全議決権株式

(自己株式等)

(自己保有株式)

 普通株式       190,000　
―

「第４　提出会社の状況　１株

式等の状況　（1）②発行済株

式」の「内容」欄に記載のと

おりである。

(相互保有株式)

 普通株式       116,000
― 同上

完全議決権株式

(その他)

　

普通株式   134,086,000

 

 134,086 同上

単元未満株式

　

普通株式       409,000

　

―  一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数

　

普通株式   135,801,000

　

―
普通株式    134,801,000株

種類株式Ｂ    1,000,000株

総株主の議決権 ―  134,086 ―

　

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

日鐵商事株式會社
東京都千代田区

大手町2丁目2番1号 
190,000 － 190,000 0.14

(相互保有株式)      

株式会社アイコー
東京都千代田区

岩本町3丁目11番4号
76,000 － 76,000 0.06

(相互保有株式)      

鐵商株式會社
東京都中央区新川

1丁目2番12号
40,000 － 40,000 0.03

計 ― 306,000 － 306,000 0.23

　（注）「発行済株式総数に対する所有株式数の割合(％)」の発行済株式総数は、発行済普通株式の総数である。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

平成21年
５月

平成21年
６月

平成21年
７月

平成21年
８月

平成21年
９月

最高（円） 146 161 186 173 170 167

最低（円） 125 133 158 144 161 150

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものである。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　また、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府令第５号）附則第７条第１項第１号ただし書き及び第４

号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法

人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,383 41,647

受取手形及び売掛金 196,629 223,188

リース債権及びリース投資資産 15,053 8,475

有価証券 2,000 －

商品及び製品 30,102 55,826

その他 11,895 15,071

貸倒引当金 △1,121 △1,138

流動資産合計 276,944 343,070

固定資産

有形固定資産 ※
 15,387

※
 15,499

無形固定資産

のれん 119 140

その他 2,856 3,231

無形固定資産合計 2,975 3,372

投資その他の資産

その他 21,509 20,041

貸倒引当金 △1,114 △1,135

投資その他の資産合計 20,394 18,906

固定資産合計 38,757 37,779

資産合計 315,701 380,849
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 149,026 178,541

短期借入金 79,711 98,654

貿易債権流動化債務 8,966 9,441

未払法人税等 1,272 2,466

引当金 894 1,075

その他 7,584 12,370

流動負債合計 247,456 302,550

固定負債

長期借入金 11,011 15,510

貿易債権流動化債務 9,048 14,697

引当金 891 877

その他 2,628 2,000

固定負債合計 23,580 33,086

負債合計 271,036 335,636

純資産の部

株主資本

資本金 8,750 8,750

資本剰余金 8,750 8,750

利益剰余金 25,717 27,608

自己株式 △52 △51

株主資本合計 43,165 45,057

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 445 58

繰延ヘッジ損益 128 117

為替換算調整勘定 △2,234 △3,432

評価・換算差額等合計 △1,660 △3,256

少数株主持分 3,160 3,412

純資産合計 44,665 45,213

負債純資産合計 315,701 380,849
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 768,081 427,319

売上原価 738,718 408,648

売上総利益 29,362 18,670

販売費及び一般管理費

運賃及び倉敷料等諸掛 7,654 6,146

貸倒引当金繰入額 202 9

役員報酬及び給料手当 3,719 3,165

賞与引当金繰入額 914 751

その他 5,552 5,254

販売費及び一般管理費合計 18,043 15,327

営業利益 11,318 3,342

営業外収益

受取利息 165 210

受取配当金 78 61

持分法による投資利益 760 －

その他 244 324

営業外収益合計 1,248 596

営業外費用

支払利息 911 809

為替差損 443 445

持分法による投資損失 － 19

その他 397 166

営業外費用合計 1,752 1,441

経常利益 10,815 2,497

特別利益

負ののれん発生益 － 86

固定資産売却益 3 5

投資有価証券売却益 23 －

特別利益合計 27 91

特別損失

投資有価証券売却損 31 289

事業整理損 119 19

投資有価証券評価損 2 11

ゴルフ会員権評価損 3 0

債務保証損失引当金繰入額 227 －

減損損失 46 －

固定資産売却損 7 －

特別損失合計 439 321

税金等調整前四半期純利益 10,402 2,268

法人税等 3,853 1,304

少数株主損益調整前四半期純利益 － 963

少数株主利益又は少数株主損失（△） 310 △161

四半期純利益 6,239 1,124
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 412,856 229,262

売上原価 397,100 219,446

売上総利益 15,756 9,815

販売費及び一般管理費

運賃及び倉敷料等諸掛 4,079 3,413

貸倒引当金繰入額 102 0

役員報酬及び給料手当 2,042 1,471

賞与引当金繰入額 420 332

その他 2,736 2,608

販売費及び一般管理費合計 9,381 7,826

営業利益 6,375 1,989

営業外収益

受取利息 92 90

受取配当金 33 14

持分法による投資利益 392 103

その他 139 95

営業外収益合計 658 304

営業外費用

支払利息 461 363

為替差損 741 129

その他 223 85

営業外費用合計 1,427 577

経常利益 5,606 1,715

特別利益

負ののれん発生益 － 86

投資有価証券売却益 23 －

固定資産売却益 3 －

特別利益合計 27 86

特別損失

投資有価証券売却損 14 288

事業整理損 119 19

ゴルフ会員権評価損 1 0

債務保証損失引当金繰入額 227 －

減損損失 46 －

固定資産売却損 7 －

投資有価証券評価損 2 －

特別損失合計 420 308

税金等調整前四半期純利益 5,213 1,493

法人税等 1,989 671

少数株主損益調整前四半期純利益 － 822

少数株主利益又は少数株主損失（△） 162 △75

四半期純利益 3,061 897
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 10,402 2,268

減価償却費 559 797

減損損失 46 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 52 △69

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 227 －

その他の引当金の増減額（△は減少） △36 △170

受取利息及び受取配当金 △244 △271

支払利息 911 809

持分法による投資損益（△は益） △760 19

投資有価証券売却損益（△は益） 7 289

負ののれん発生益 － △86

投資有価証券評価損益（△は益） 2 11

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） 4 △5

事業整理損失 119 19

ゴルフ会員権評価損 3 0

売上債権の増減額（△は増加） △57,032 20,536

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,472 24,892

その他の流動資産の増減額（△は増加） 732 3,388

仕入債務の増減額（△は減少） 50,623 △29,270

その他の流動負債の増減額（△は減少） △467 △5,003

その他の固定負債の増減額（△は減少） 2,511 △5,481

その他 88 316

小計 △717 12,990

利息及び配当金の受取額 365 331

利息の支払額 △904 △923

法人税等の支払額 △4,728 △2,310

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,985 10,088
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △362 △395

定期預金の払戻による収入 484 538

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,569 △857

有形及び無形固定資産の売却による収入 42 27

投資有価証券の取得による支出 △128 △17

投資有価証券の売却による収入 132 41

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△17 △745

貸付けによる支出 △18 △10

貸付金の回収による収入 26 21

その他 112 49

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,297 △1,349

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 16,536 △21,821

長期借入れによる収入 16 －

長期借入金の返済による支出 △81 △1,511

リース債務の返済による支出 － △10

少数株主からの払込みによる収入 109 －

自己株式の取得による支出 △3,004 △2,001

配当金の支払額 △1,224 △1,015

少数株主への配当金の支払額 △122 △79

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,228 △26,439

現金及び現金同等物に係る換算差額 △384 528

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,561 △17,171

現金及び現金同等物の期首残高 14,653 40,599

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 19,214

※
 23,427
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更　

　当第２四半期連結会計期間において出資持分の相互譲渡に伴う一部譲渡

により、蘇州日鉄金属製品有限公司を連結子会社から除外している。

 (2) 変更後の連結子会社の数

　38社　

２．持分法の適用に関する事項の変更 (1) 持分法適用関連会社の変更

　当第２四半期連結会計期間において出資持分の相互譲渡に伴う一部譲渡

により蘇州日鉄金属製品有限公司を、一部譲受により上海嘉日鋼板製品有

限公司をそれぞれ持分法適用の関連会社としている。

　また、当第２四半期連結会計期間において株式譲渡したことにより、㈱ケ

イ・エフ・イーを持分法適用の関連会社から除外している。　

 (2) 変更後の持分法適用関連会社の数

　16社　

３．会計処理基準に関する事項の変更 持分法に関する会計基準等の適用

   「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年12月26

日公表分）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号

　平成20年12月26日）、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準

第21号　平成20年12月26日）、「『研究開発費等に係る会計基準』の一

部改正」（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26日）及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）が平成21年４月１日以後開

始する連結会計年度において最初に実施される非連結子会社及び関連

会社に対する投資に係る会計処理等から適用することができることに

なったことに伴い、当第２四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等

を適用している。

　　なお、この適用により当第２四半期連結会計期間において「負ののれん

発生益」86百万円を特別利益に計上している。
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）が平成21年４

月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第２四半期連結累計期間よ

り、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。　

　　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）が平成21年４

月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第２四半期連結会計期間よ

り、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率を使用し

て一般債権の貸倒見積高を算定している。

２．棚卸資産の評価方法 　当第２四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚

卸を省略し前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定している。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっている。

３．固定資産の減価償却費の算定方法 　固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策

定しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定し

ている。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

 税金費用の計算　 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

(1) 有形固定資産の減価償却累計額（※）9,887百万円 (1) 有形固定資産の減価償却累計額（※）9,505百万円

(2) 受取手形割引高 3,183百万円

受取手形裏書譲渡高 202百万円

(2) 受取手形割引高 517百万円

受取手形裏書譲渡高 828百万円

(3) 偶発債務 (3) 偶発債務

　保証債務 2,065百万円 　保証債務 1,205百万円

　連結会社以外の会社の金融機関借入金等に対する債

務保証であり、その主な保証先は次のとおりである。

　連結会社以外の会社の金融機関借入金等に対する債

務保証であり、その主な保証先は次のとおりである。　　

上海嘉日鋼板製品有限公司 606百万円

サントク精研㈱ 449百万円

蘇州日鉄金属製品有限公司 342百万円

Siam Tinplate Co.,Ltd238百万円

その他(3件) 428百万円

サントク精研㈱ 449百万円

Siam Tinplate Co.,Ltd.242百万円

NS富田㈱ 151百万円

その他(4件) 361百万円

　保証債務の金額には保証予約も含まれており、全残高

のうち保証予約の金額は40百万円である。

また保証人の間で負担の取決めがある場合には、当

社の負担額を記載している。

　保証債務の金額には保証予約も含まれており、全残高

のうち保証予約の金額は42百万円である。

　また保証人の間で負担の取決めがある場合には、当社

の負担額を記載している。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係（※）

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係（※）

(平成20年９月30日現在) (平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 20,138百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △924百万円

現金及び現金同等物 19,214百万円

現金及び預金勘定 22,383百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △956百万円　

取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券）　

　　

2,000百万円

現金及び現金同等物 23,427百万円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 134,801千株

種類株式Ｂ 1,000千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 226千株

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月24日

定時株主総会

普通株式 807 6.00平成21年３月31日平成21年６月25日利益剰余金

種類株式Ｂ 207 173.083平成21年３月31日平成21年６月25日利益剰余金

 

４．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、平成21年６月30日付で自己株式（種類株式Ｂ）200千株を2,000百万円で取得し、同日これを全株消却し

た。この結果、当第２四半期連結累計期間において利益剰余金が2,000百万円減少している。

　なお、利益剰余金の当第２四半期連結累計期間の変動内容（要約）は以下のとおりである。

 利益剰余金

平成21年３月31日　残高　  （百万円） 27,608

当第２四半期連結累計期間中の変動額  

剰余金の配当 △1,015

四半期純利益 1,124

自己株式の消却 △2,000

当第２四半期連結累計期間中の変動額合計　（百万円） △1,890

平成21年９月30日　残高　　（百万円） 25,717
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
鋼材

（百万円）

原燃料・
非鉄・機材
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 312,834 100,022 412,856 － 412,856

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
1 92 94 (94) －

計 312,836 100,115 412,951 (94) 412,856

営業利益 5,048 1,305 6,354 20 6,375

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
鋼材

（百万円）

原燃料・
非鉄・機材
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 176,097 53,165 229,262 － 229,262

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
2 31 33 (33) －

計 176,099 53,196 229,295 (33) 229,262

営業利益 359 1,624 1,983 5 1,989
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
鋼材

（百万円）

原燃料・
非鉄・機材
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 581,049 187,031 768,081 － 768,081

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
3 195 199 (199) －

計 581,053 187,227 768,280 (199) 768,081

営業利益 8,853 2,454 11,307 11 11,318

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
鋼材

（百万円）

原燃料・
非鉄・機材
その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 339,063 88,255 427,319 － 427,319

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
3 85 88 (88) －

計 339,067 88,340 427,407 (88) 427,319

営業利益 761 2,569 3,331 11 3,342

 

（注）  １．事業区分は、取引形態及び主要な取扱商品により、鋼材、原燃料・非鉄・機材その他に区分している。

２．各事業の主な取扱商品等

  (1) 鋼材

鉄鋼製品の販売。主な取扱商品は以下のとおりである。

Ｈ形鋼、鉄筋用棒鋼、厚中板、熱延薄板、冷延薄板、表面処理鋼板、鋼管杭、土木建材、ステンレス、建築工事等

  (2) 原燃料・非鉄・機材その他

　原燃料、非鉄金属、機材の販売等。主な取扱商品は以下のとおりである。

鉄鉱石、石炭、鋼屑、半成品、伸鉄材、石油、バンカーオイル、ステンレス屑、機械、機械部品等

３．事業区分の方法の変更

　前第２四半期連結累計期間

　　　当社グループの事業区分は、従来より、「鋼材」、「原燃料・非鉄・機材」、「その他」に分類していたが、前

連結会計年度において、「その他」を構成していたエヌエス自販機販売㈱を連結の範囲から除外したことに

伴い、「その他」事業の重要性が著しく減少したことから、第１四半期連結会計期間より「原燃料・非鉄・

機材」と「その他」を統合し、事業区分を「鋼材」、「原燃料・非鉄・機材その他」に変更した。

　この結果、従来の方法に比較して当第２四半期連結累計期間の売上高は、原燃料・非鉄・機材その他事業が

342百万円（うち外部顧客に対する売上高は148百万円）増加している。また、営業利益は原燃料・非鉄・機

材その他事業が31百万円減少している。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）

アジア
 地域

（百万円）

北米地域
（百万円）

その他の
 地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 384,31019,4596,615 2,471412,856 － 412,856

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
17,316 343 3 － 17,662(17,662) －

計 401,62719,8026,618 2,471430,519(17,662) 412,856

営業利益 5,487 858 54 405 6,805 (430) 6,375

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）

アジア
 地域

（百万円）

北米地域
（百万円）

その他の
 地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 213,3778,577 6,332 974 229,262 － 229,262

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,781 190 1 － 2,973(2,973) －

計 216,1598,768 6,334 974 232,235(2,973) 229,262

営業利益又は営業損失（△） 1,363 △178 △108 449 1,526 462 1,989
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）

アジア
 地域

（百万円）

北米地域
（百万円）

その他の
 地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 716,80336,66210,6423,972768,081 － 768,081

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
28,848 677 4 － 29,530(29,530) －

計 745,65237,33910,6463,972797,611(29,530) 768,081

営業利益 9,726 1,456 61 475 11,718 (399) 11,318

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）

アジア
 地域

（百万円）

北米地域
（百万円）

その他の
 地域

（百万円）

計
（百万円）

消去又は
 全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1) 外部顧客に対する売上高 394,79318,42112,4861,617427,319 － 427,319

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高
7,263 380 2 － 7,646(7,646) －

計 402,05618,80212,4891,617434,965(7,646) 427,319

営業利益又は営業損失（△） 1,931 △107 △9 746 2,561 781 3,342

 

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

  (1) アジア地域……中国、韓国、タイ、マレーシア、シンガポール、ベトナム

  (2) 北米地域………米国、メキシコ

  (3) その他の地域…オランダ、豪州、ロシア
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 81,876 10,671 5,788 98,336

Ⅱ　連結売上高(百万円)    412,856

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合(％)
19.8 2.6 1.4 23.8

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 56,277 6,183 6,872 69,333

Ⅱ　連結売上高(百万円)    229,262

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合(％)
24.5 2.7 3.0 30.2

 

 

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 150,539 16,274 10,493 177,307

Ⅱ　連結売上高(百万円)    768,081

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合(％)
19.6 2.1 1.4 23.1

　　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 アジア地域 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 100,103 12,596 12,251 124,951

Ⅱ　連結売上高(百万円)    427,319

Ⅲ　連結売上高に占める海外

売上高の割合(％)
23.4 2.9 2.9 29.2

　

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

  (1) アジア地域……中国、韓国、タイ、マレーシア、シンガポール、ベトナム

  (2) 北米地域………米国、メキシコ

  (3) その他の地域…豪州、ロシア

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 268.51円 １株当たり純資産額 262.28円

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 44,665 45,213

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 3,160 3,620

　（うち少数株主持分） (3,160) (3,412)

　（うち種類株式Ｂ優先配当金） (－) (207)

普通株式に係る四半期末（期末）の純資産額

（百万円）
41,504 41,592

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末

（期末）の普通株式の数（千株）
154,574 158,581

　（うち普通株式の数） (134,574) (134,581)

　（うち種類株式Ｂの数×20） (20,000) (24,000)

　　２．　当社の発行している種類株式Ｂは、優先配当株式であるものの、残余財産分配について普通株式に優先するも

のではなく、また将来の一定利益の計上を条件として償還される株式であるので、その実態を考慮し、１株当

たり純資産額の算定にあたっては、普通株式と同等の株式として扱うことが妥当であると判断し、種類株式

Ｂの残余財産の分配に係る定款の定めに従い、種類株式Ｂの四半期末（期末）発行済株式数を20倍して普通

株式の四半期末（期末）発行済株式数に加算している。

　なお、種類株式Ｂについては、平成21年６月30日付で自己株式として200千株を取得し、同日これを全株消却

している。

 

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 46.35円 １株当たり四半期純利益金額 8.36円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していな　　　　

　　い。

　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益金額（百万円） 6,239 1,124

普通株主に帰属しない金額（百万円）

（うち種類株式Ｂ優先配当金）

－

(－)

－

(－)

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 6,239 1,124

普通株式の期中平均株式数（千株） 134,609 134,577
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22.74円 １株当たり四半期純利益金額 6.67円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載していな　　　　

　　い。

　　２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益金額（百万円） 3,061 897

普通株主に帰属しない金額（百万円）

（うち種類株式Ｂ優先配当金）

－

(－)

－

(－)

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,061 897

普通株式の期中平均株式数（千株） 134,605 134,575

 

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はない。

 

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）　

　平成21年６月24日開催の定時株主総会の決議に基づき、同日取締役会を開催し、次のように自己株式（種類株式

Ｂ）を取得することを決議した。また、取得した場合は、当該取得した自己株式（種類株式Ｂ）を全株消却すること

を、あわせて決議した。

１．自己株式の取得

　(1)自己株式の取得を行う理由及び方法

　種類株式Ｂは、取得請求権付株式であり、平成24年８月１日以降、当社の平成14年度以降の各期の税引後当期純

利益の累積額が100億円を超えている場合に、当社は定款の定めに従って、前期の税引後当期純利益の1/2を上限

として、種類株式Ｂを発行価額で取得することになっているところ、当連結会計年度までの各期の税引後当期純

利益の累積額が既に100億円を超えており、財務体質の健全化も当初の見込みより進捗しているので、種類株式Ｂ

について、会社法第156条に基づき、その一部を前倒しで取得するものである。

　(2)自己株式の取得の内容

　　①取得する株式の種類及び種類ごとの数

　　　当社種類株式Ｂ　200千株

　　②株式を取得するのと引換えに交付する金銭等の内容及びその総額

　　　金2,000百万円

　　③株式の譲渡しの申込の期日

　　　平成21年６月30日

２．自己株式の消却

　(1)自己株式の消却を行う理由及び方法

　種類株式Ｂは、当初から義務償還株式として発行された株式であるため、その趣旨に鑑み取得した全株式を消却

するものである。また、自己株式の消却は、平成21年６月24日開催の定時株主総会の決議により計上した「種類株

式Ｂ取得積立金」を取り崩して充当することとする。

　(2)消却する当社自己株式の種類及び数

　　 種類株式Ｂ　200千株（上記１．により取得した自己株式全部）

　(3)消却日

　　 平成21年６月30日

２【その他】

　該当事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成20年11月13日

日鐵商事株式會社

取締役会　御中
 

 あ ず さ 監 査 法 人 
 

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 河　合　利　治   ㊞

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 俵　　　洋　志   ㊞

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 宮　本　敬　久   ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鐵

商事株式會社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に

公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続によ

り行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鐵商事株式會社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

日鐵商事株式會社(E02640)

四半期報告書

31/32



独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成21年11月12日

日鐵商事株式會社

取締役会　御中
 

 あ ず さ 監 査 法 人 
 

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 河　合　利　治   ㊞

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 俵　　　洋　志   ㊞

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士 宮　本　敬　久   ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鐵

商事株式會社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に

公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続によ

り行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鐵商事株式會社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当

社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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